
単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【健康福祉政策課】

災害救助対策費 71,339 １ 災害救助基金積立金 71,825

( 10,908) 災害救助法の規定に基づき、災害救助に要する費用の支弁の財

源に充てるため、災害救助基金を積み立てる。

財 △1,345 3,750 → 75,575

基金の積み増しによる増額

繰 △486

○一 73,170

【健康推進課】

母子保健対策費 △166,255 １ 市町妊婦健康診査事業費補助 △173,440

(809,407) 市町が行う妊婦健康診査の拡充にかかる経費に対して補助する。

445,725 → 272,285

国 35,050 市町における事業費が見込みを下回ったことによる減額

財 △906

繰 △174,382

○一 △26,017

乳幼児医療対策費 188,869 １ 乳幼児福祉医療費助成事業費補助 188,869

(846,029) 市町が行う乳幼児にかかる医療費の一部を助成する事業に対し

補助する。

○一 188,869 846,029 → 1,034,898

医療費の増加による増額

病院事業繰出金 132,404 県立成人病センター、小児保健医療センター等に対し、地方公営企

(3,294,209) 業法に基づき一般会計から負担金を繰り出す。

○一 132,404 １ 病院事業負担金 33,232

2,425,033 → 2,458,265

経済危機対策経費の増額

２ 保健衛生行政等負担金 △42,886

598,015 → 555,129

人件費の減少による減額

３ 共済組合追加費用等負担金 142,058

271,161 → 413,219

共済組合追加費用負担率の増加による増額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

難病対策費 △174,042 １ 特定疾患治療研究事業 △138,434

(1,723,893) 特定疾患患者の医療費自己負担分の一部または全額を、公費で

負担する。

国 △433,879 1,412,392 → 1,273,958

医療費の減少による減額

繰 △6,997

○一 266,834

予防接種費 △67,478 １ 子宮頸がん等ワクチン接種推進事業費補助 △67,298

(1,612,012) 市町が行う子宮頸がん等ワクチン接種にかかる経費に対し補助

する。

国 △180 266,428 → 199,130

市町における事業費が見込みを下回ったことによる減額

繰 △67,584

○一 286

【元気長寿福祉課】

介護保険推進事業費 △501,348 １ 介護保険給付費県費負担金 △80,688

(12,355,037) 介護保険にかかる給付費用のうち県負担分を支出する。

10,175,941 → 10,095,253

国 △5,087 市町における介護給付費が見込みを下回ったことによる減額

使 △7,706 ２ 介護職員処遇改善交付金 △189,804

介護職員の処遇の改善のため、賃金改善に取り組む事業者に対

財 △3,912 して、その費用を交付する。

1,581,090 → 1,391,286

繰 △407,186 申請事業所が見込みを下回ったことによる減額

○一 △77,457 ３ 「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム事業 △85,359

高齢者介護の人材確保・育成を図るため、働きながら介護関係

の資格を取る事業を実施する。

289,529 → 204,170

事業所における雇用実績が見込みを下回ったことによる減額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

公私立老人福祉施設 △430,827 １ 介護基盤緊急整備等補助 △234,135

等整備助成費 （3,439,729) 小規模な介護施設の整備および既存施設のスプリンクラー設置

に要する費用に対して補助する。

国 31 1,523,477 → 1,289,342

補助実績が見込みを下回ったことによる減額

財 △3,969

２ 介護施設等開設準備経費補助 △192,754

繰 △426,889 介護施設等の開設費用に対して補助する。

534,000 → 341,246

補助実績が見込みを下回ったことによる減額

【障害者自立支援課】

障害者自立支援費 158,237 １ 障害者自立支援給付費 42,778

（5,080,678） 市町が支給する障害福祉サービス費等の県負担分を支出する。

3,573,785 → 3,616,563

国 60,670 支給実績が見込みを上回ったことによる増額

○一 97,567 ２ 自立支援医療費 111,743

障害者自立支援法に基づく、更生医療および精神通院医療に要

する経費の県負担分を支出する。

1,253,910 → 1,365,653

医療費の増加による増額

障害者特別対策費 △200,277 １ 市町障害者自立支援臨時特例事業費補助 △115,282

(1,679,643) 市町が行う事業者の運営の安定化を図る事業等に要する経費に

対し助成する。

財 △5,477 601,763 → 486,481

市町における事業費が見込みを下回ったことによる減額

繰 △201,049

２ 介護職員等処遇改善交付金 △82,336

○一 6,249 福祉・介護職員の処遇改善のため、賃金改善に取り組む事業者

に対し、その費用を交付する。

604,800 → 522,464

申請事業所が見込みを下回ったことによる減額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

病院事業繰出金 13,021 精神医療センターに対し、地方公営企業法に基づき一般会計から負

(668,431) 担金を繰り出す。

○一 13,021 １ 病院事業繰出金 △2,375

589,063 → 586,688

特殊看護体制経費および研究研修費の減額

２ 保健衛生行政等負担金 △6,627

48,623 → 41,996

保健衛生行政事務経費の減額

３ 共済組合追加費用等負担金 22,023

30,745 → 52,768

退職手当等の増額

【医務薬務課】

医療機関等指導費 346,866 １ 医師確保総合対策事業 346,041

(220,749) 県内の医師不足に対応するため、魅力ある病院づくり、女性医

師の働きやすい環境づくり、積極的な医師の養成等、総合的な医

国 △63,074 師確保対策を行う。

183,644 →529,685

使 △775 医師確保対策基金の積み増しによる増額

財 △236

繰 △86,786

諸 2,400

○一 495,337

医療機関等整備費 △68,017 １ 災害拠点病院等耐震化整備事業 △62,272

(454,742) 地震発生時の医療体制を確保するため、未耐震の災害拠点病院

等への耐震化整備に対して補助する。

財 △5,745 400,043 → 337,771

工事進捗状況等による減額

繰 △62,272



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【生活衛生課】

水道広域化促進事業 57,706 １ 水道用水供給事業負担金 58,306

費 (596,844) 企業庁に対し、地方公営企業法に基づき一般会計から、水道用

水供給事業に係る退職手当等を負担する。

起 △600 0 → 58,306

退職手当等の増額

○一 58,306

【医療保険課】

国民健康保険健全化 734,454 １ 国民健康保険給付対策費補助 6,385

対策費 (7,568,753) 福祉医療の実施に伴う国庫負担金の波及分に対し補助する。

168,468 → 174,853

財 △420 補助対象額が見込みを上回ったことによる増額

繰 40,000 ２ 国民健康保険基盤安定対策費負担金 292,998

低所得者に対する保険料(税)軽減相当額等に対して負担する。

○一 694,874 2,353,115 → 2,646,113

負担対象額の実績が見込みを上回ったことによる増額

３ 高額医療費共同事業負担金 106,203

高額医療費共同事業について市町拠出金の一部を負担する。

691,363 → 797,566

高額医療費の実績が見込みを上回ったことによる増額

４ 国民健康保険広域化等支援基金運営事業 199,580

国民健康保険の財政の安定化に資するため、保険者に対して貸

付を行う。

115,273 → 314,853

赤字が見込まれる保険者への貸付による増額

５ 国民健康保険調整交付金 129,288

県内市町が行う国民健康保険の財政を調整し、その安定的な運

営を図るため、交付金を交付する。

4,240,534 → 4,369,822

国民健康保険医療費が見込みを上回ったことによる増額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

後期高齢者医療費等 319,122 １ 後期高齢者医療給付費県費負担金 275,581

対策費 (11,541,797) 後期高齢者医療費に対し県費負担を行う。

9,002,920 → 9,278,501

国 △5,419 後期高齢者医療費が見込みを上回ったことによる増額

分 △5,419 ２ 後期高齢者医療財政安定化基金造成事業 △15,148

後期高齢者医療制度の安定運営のため、広域連合に対する貸し

財 1,109 付けや交付を行う。

829,304 → 814,156

○一 328,851 基金積立の拠出額の確定による減額

３ 後期高齢者医療基盤安定対策費負担金 2,113

低所得者に対する保険料軽減相当額に対して県費負担を行う。

1,294,092 → 1,296,205

負担対象額の実績が見込みを上回ったことによる増額

４ 後期高齢者医療高額医療費県費負担金 54,207

高額医療費にかかる保険財政負担分に対して県費負担を行う。

405,599 → 459,806

高額医療費が見込みを上回ったことによる増額

【子ども・青少年局】

子育て環境づくり対 △220,350 １ 子育て支援環境緊急整備事業 △219,209

策事業費 (3,902,154) 待機児童解消や保育環境の改善のため、市町が行う民間保育所

等の施設整備や地域での子育て支援事業等に対し補助する。

国 26 3,847,233 → 3,628,024

入札差額および計画規模の見直し等による減額

財 △1,860

繰 △217,863

○一 △653

児童健全育成事業費 △41,475 １ 放課後児童健全育成事業費補助 △40,598

(603,528) 放課後児童クラブの運営費を、市町に対し補助する。

502,077 → 461,479

国 △20,343 運営費補助対象クラブ数および児童数の減少等による減額

繰 △75,000

○一 53,868



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

児童養護施設等入所 △68,595 １ 児童養護施設等入所措置費 △60,019

措置費 (1,370,454) 保護を必要とする児童を児童養護施設等に入所措置した場合、

これに要する費用を当該施設に支弁する。

国 △31,566 1,223,448 → 1,163,429

措置人数の実績減等に伴う減額

分 △5,699

繰 △2,009

○一 △29,321


